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平成31年度 国立大学法人東京農工大学 年度計画 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

１ ・実践型グローバル人材の育成に向けて、平成27年度のカリキュラム改正後の実施状況を検証

した上で、他大学との連携等による共通教育の再構築を進めるとともに、両学部において、交換

留学プログラムの実績を踏まえた英語によるコースを設定し、31年度から新カリキュラムを実施

する。【学士課程】 

 1-1 各部局で前年度までに設計、準備した、全学共通で開講される教養科目及び英語による授業

コースを開始する。 

 

２ ・国際理系イノベーション人材の育成に向けて、英語により学位取得可能なコースを４コース

設定するとともに、ダブルディグリー制度を推進するため、本学の学位審査機構において、教育

の質の保証に向けた海外連携協定大学との単位互換・認定方針を決定し、平成31年度から新カリ

キュラムを実施する。【大学院課程】（戦略性が高く意欲的な計画） 

 2-1 国際理系イノベーション人材の育成を目的とした、４つの英語コース、海外連携協定大学と

の交換留学交流プログラム等を含む新カリキュラムを実施する。 

 

３ ・留学等を積極的に行うことができるよう、学年暦を見直し、平成31年度から全学的なクォー

ター制に移行するなど、柔軟な学事制度を構築する。【学士課程・大学院課程】 

 3-1 全学的にクォーター制に移行し、留学など積極的に推進するための学事制度を実施する。 

 

４ ・国際理系イノベーション人材を育成するため、平成27年度から実施している５年一貫制博士

課程（リーディング大学院プログラム）において、28年度に実施するD1資格検定試験結果を検証

し、プログラム内容等を見直す。【大学院課程】 

 4-1 これまでの成果を踏まえて、リーディング大学院プログラムの新カリキュラムを検討・作成

するとともに、卓越大学院プログラムなどの新たな教育を実施する。 

 

５ ・研究成果に基づく起業や企業における事業開発を推進できる人材を育成するため、イノベー

ション推進機構を中核として、企業や海外機関との協働により、アントレプレナーとしての基礎

を固める教育プログラムや、技術開発から事業展開までを総合的に経験できる人材育成プログラ

ム等を実施する。【学士課程・大学院課程】（戦略性が高く意欲的な計画） 

 5-1 イノベーション推進機構を中核として、学士課程、大学院課程の学生を対象に、研究成果に

基づく起業や企業における事業開発を推進できる人材を育成するためのプログラムを実施する。同

時に、博士（後期課程）の学生を対象に、研究機関、企業等へのインターンシップ派遣を行い、ま

た、これらの教育プログラムの支援の促進を目的として企業等との連携を強化する。 

 

６ ・国際理系イノベーション人材を育成するため、平成28年度から双方向支援型イノベーション
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実践プログラムと連携した産学協働・国際連携による教育プログラムとして９年一貫のグローバ

ル教育プログラムを実施する。【学士課程・大学院課程】 

 6-1 グローバル・プロフェッショナル・プログラムの成果をベースにしつつ、本学横断的なグロ

ーバル教育プログラムとしての改編を行い、卓越大学院プログラムとの連携を深める。また、海外

派遣プログラムを実施するとともに、3年間の成果を一般公開形式で中間発表会として発表する。  

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

７ ・平成31年度から全学的に実施する新カリキュラムにおける全学共通教育カリキュラムに対応

するため、全学共通教育機構を再構築する。 

 7-1 新全学共通教育機構を中心に、新たな全学共通教育カリキュラムを各部局との連携のもとに

全学で実施する。 

 

８ ・平成31年度から実施する新カリキュラムの質保証のために、30年度までに教職員を対象とし

た語学研修やダブルディグリー制度の推進に向けた諸外国の動向を把握する調査、能動的学習を

促す授業開発等の新たな取組を行う。 

 8-1 教職員を対象とした語学研修を実施する。また、国際理系イノベーション人材の育成を目的

とした、交換留学交流プログラム等を含む新カリキュラムを実施するとともに、実践型グローバル

人材の育成に向けて、能動的学習を促す授業科目等を含む新カリキュラムの質の保証を検証する。 

 

９ ・社会的ニーズを踏まえた農学、工学及びその融合領域における人材を育成する学部・大学院

教育の充実に向けて、教育基盤改革検討委員会（仮称）を平成28年度に設置し、31年度までに教

育組織の改組を実施する。 

 9-1 各部局において、改組計画等に基づき、教育組織の改組を行う。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

10 ・９年一貫のグローバル教育プログラムにおいて、留学やインターンシップ等に参加する学生

への渡航補助などの支援を平成28年度から開始するとともに、プログラムの実施状況に応じた支

援を行う。 

10-1 グローバル・プロフェッショナル・プログラムにおいて、海外派遣プログラムを展開する。

また、海外派遣先でのディスカッションレベル向上に向けた語学力強化のための特別プログラムを

展開する。さらに、学生のグローバル化への動機づけに向けたキャリアカウンセリングを実施する。 

 

11 ・特別修学支援室において、心身の障害を抱える学生に対し、該当学生が所属する学科・専攻

及び保健管理センターと連携の上、学生の教育の機会や質が保たれるよう、一人一人の個性・状

況に応じた支援を行う。 

 11-1 支援学生の増加に対応して、保健管理センターの多職種スタッフ（カウンセラー、精神科医

師、内科医師、保健師、看護師）との連携を強化し、対象学生の個性や状況に応じた支援策を立案、

実施する。また、特別修学支援室を中心として、前年度活動内容等の自己点検・評価を実施する。
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12 ・留学生のほか多様な学生のキャリア形成のため、進路・就職相談機能を強化し、新たな修学

・就職支援を行う。 

 12-1 前年度に引き続き、修学・就職支援を実施する。また、支援に係る学生・卒業生・修了生ア

ンケートを実施する。女子学生、留学生、大学院生など多様な学生に向けたキャリア支援を実施す

る。 

 

（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

13 ・平成28年度に全学入学者選抜制度検討委員会を設置し、各部局の特色を踏まえ、アドミッシ

ョン・ポリシーを見直し、32年度から新制度による入学者選抜を実施する。 

 13-1 入試部会で新入試制度に関する詳細を検討する。また、入試部会で新入試制度に関する広報

活動を実施する。  

 

14 ・自立的に成長し、グローバルに活躍できる研究者・技術者を養成するため、平成30年度まで

に高等学校との連携事業（AP事業）を実施するとともに、31年度から、新たな入学者選抜制度に

強く結び付いた連携事業を実施する。【学士課程】 

 14-1 グローバル教育院において、AP事業の自己点検・評価に基づき、新制度入試と連携した、新

たな高大接続事業を計画・実施する。高大連携事業としてJST「GSC（GIYSEプログラム）」を実施

する。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

15 ・平成 28 年度にグローバルイノベーション研究院を創設し、本学の重点分野である食料、エネ

ルギー、ライフサイエンス分野について、世界トップレベルの外国人研究者と優れた研究能力を

持つ本学の教員で構成する戦略的研究チームにおいて先端的な国際共同研究を行い、当該研究院

の国際共著論文数を、第３期中期目標期間中に第２期中期目標期間と比べて 30％増加させる。

（戦略性が高く意欲的な計画） 

15-1 前年度の取組を継続すると共に、プレテニュアトラック助教の雇用などにより学内全体で国

際共同研究に貢献する若手研究者の数を増やし、国際共著論文の増加を目指す。 

 

16 ・若手研究者を中心とした海外研究機関との派遣・受入事業等により、国際共同研究活動を活

性化し、本学の論文の国際共著率を第３期中期目標期間中に第２期中期目標期間と比べて 10％

増加させる。（戦略性が高く意欲的な計画） 

 16-1 若手研究者を中心とした海外研究機関との派遣・受入事業等により、国際共同研究活動を活

性化し、国際共著率を増加させるための取組を引き続き実施する。 

 

17 ・世界的認知度を高めるため、各研究分野で評価の高い学術雑誌へ論文を投稿し、国際論文 

データベースに収録される論文の報数を、第３期中期目標期間中に第２期中期目標期間と比べて

20%増加させる。（戦略性が高く意欲的な計画） 

 17-1 各々の研究分野で国際的に評価の高い学術雑誌への投稿を再度分析し、国際論文データベー
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スに収録される論文の報数を増加させるための取組を引き続き実施する。 

 

18 ・産学官連携活動を推進するため、産業界の需要と政策動向を踏まえ、費用対効果の高い知的

財産権取得や技術シーズのマッチング等、大学の研究成果の社会実装を行う。 

 18-1 社会実装の促進策に係るこれまでの取組を検証しつつ、より実態に即した実行策を立案・実

施する。 

 

19 ・基礎研究力を強化し、産業界との協働によるイノベーション創出を推進するため、科学研究

費助成事業を含め受託研究、助成金、共同研究などの産学官連携活動に資する外部資金への申

請・取組を年２件以上行う教員の割合を、第３期中期目標期間中に第２期中期目標期間と比べて

50％増加させる。（戦略性が高く意欲的な計画） 

 19-1 外部資金への申請支援策を引き続き実施する。 

 

20 ・民間企業等との連携を更に強化し、先導的な役割を担いながら、それぞれが保有する資源を

活用し、それらの重点配分等を行うことによって、大規模な共同研究の推進につなげるとともに、

新たな連携先（民間企業等）を開拓する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

 20-1 本学と複数の企業等による連携による共同研究等を遂行する。学内研究拠点の認知度向上を

図る。  

 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

21 ・優秀な若手研究者を育成するため、グローバルイノベーション研究院にテニュアトラック教

員等を配置するとともに、テニュアトラック推進機構が主体となり、異分野間の研究交流や海外

派遣など、テニュアトラック教員等の研究力向上に向けた取組を充実する。 

 21-1 若手研究者の研究力向上のために必要な支援の整備について、これまでの実施状況の検証を

行う。これを踏まえ、更に必要となる支援の整備に取り組む。  

 

22 ・女性研究者の研究力向上と活躍推進のため、女性未来育成機構が主体となり、研究支援員の

配置など、ダイバーシティに配慮した支援及び研究環境の整備を行う。 

 22-1 女性研究者の研究力向上と活躍推進のための支援及び研究環境の整備について、これまでの

実施状況の検証を行う。これを踏まえ、更に必要となる支援及び研究環境の整備に取り組む。 

 

23 ・リサーチ・アドミニストレーターによる外部資金申請や国際共同研究の円滑な運用に向けた

支援を行うほか、学長裁量経費等による研究資金の支援を行う。 

 23-1 外部資金への申請支援策や国際共同研究の円滑な運用に向けた支援を継続的に実施するとと

もに、これらの支援による具体的な成果を定量的に把握して改善につなげる。グローバルイノベー

ション研究院との連携により、先端産学連携研究推進センターを中核とした支援策をより効果的に

運用する。  

 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置 
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24 ・地域の自治体等と協力し、科学博物館や大学教育再生加速プログラム（AP 事業）と連携した

理系の基礎研究力を養成するプログラムを開発するとともに、体験学習や教育研究成果を題材と

した公開講座等を実施する。 

 24-1 前年度までの検討結果を踏まえて、小中高生向け公開講座のあり方に関する見直し案を策定

する。 

  

25 ・社会人が職業に必要とする高度な能力や知識を高める機会を提供するため、企業等の研究者

を対象とした大学院課程における教育を実施する。 

25-1 前年度までに検討した、社会人学生の学位取得率を高めるための取組を実施するとともに、

引き続き、社会人学生を誘引するための取組を実施する。  

 

４ その他の目標を達成するための措置 

（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置 

26 ・学生の修学状況に合わせた留学プログラムを提供するとともに留学サポート制度を拡充し、

全学生に占める留学等経験者の割合を平成 31 年度までに 12％、33 年度までに 20％に引き上げ

る。 

 26-1 平成 30 年度に引き続き、留学サポート制度を拡充し、学生の海外派遣人数を増やし、留学等

経験者比率 12％を達成する。  

 

27 ・学年暦の見直しによるクォーター制度の導入、単位互換制度やダブルディグリーの実施など、

質の保証を伴う外国人留学生の修学・生活支援制度を整備・充実し、全学生に占める外国人留学

生の割合を平成 33 年度までに 7％以上に引き上げる。 

 27-1 海外から優秀な学生を積極的に獲得するうえで課題となる学年暦を見直して全学的なクォー

ター制への移行を実現する等、受入体制の整備・充実を図る。  

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

28 ・大学の機能を強化するため、IR 機能の活用や学外有識者の意見を踏まえた法人運営組織の役

割の検証等を行うことで、学内資源の再配分を含め、学長主導の意思決定を推進する。 

 28-1 前年度に引き続き、ＩＲ機能を活用した大学機能強化の取組を実施するとともに、過年度の

取組成果の検証を行う。前年度に実施した学長の業務執行状況の確認に係る学長選考会議からの意

見の、業務への反映状況について検証する。また、学外の有識者、大学関係者等から大学運営に関

する意見を聴取する新たな仕組みを構築する。     

 

29 ・多様な人材を確保するため、各部局の採用計画において、外国人及び女性の教育職員の採用

目標値を設定するとともに、管理職に占める女性の割合を 13％以上確保する。 

 29-1 前年度に引き続き、設定した外国人及び女性教員の採用目標値を踏まえた採用を行う。また、

引き続き女性教員確保に向けた支援策を実施し、女性幹部職員養成のためのプランを実施する。 
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30 ・優秀な人材を確保し、教育研究の活性化を図るため、平成 28 年度中に教育職員の 10%に年俸

制を適用するとともに、混合給与制度を導入するなど、人事給与システムの改革を推進する。 

 30-1 適正な業績評価に基づく年俸制を新たに導入するとともに、混合給与制度を推進する。  

 

31 ・教員の活動評価制度について、本学の教員評価機構が主体となり、人事給与システムの改革

に伴う新たな年俸制業績評価を実施するとともに、現行の教員活動評価も含め、評価者・被評

価者へのアンケート等を分析することにより、教員の活動評価制度の充実を進める。 

 31-1 年俸制業績評価及び教員活動評価を実施する。また、前年度見直しを行った教員活動評価の

制度及びシステムについて検証を行う。  

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

32 ・平成 30 年度までに岩手大学と連携して、獣医学分野の共同専攻を設置する。 

 32-1 実施済み（完了）。  

 

33 ・世界トップレベルの大学や研究機関、国際機関等との新たな連携を構築するとともに、国内

大学との協働教育の実施など、国際通用性のある卓越した教育研究を推進する連携・ネットワー

クを強化する。 

 33-1 教育研究組織の機能を強化するため、世界トップレベルの大学や国際機関等との連携による

国際化プログラムを実施する。  

 

34 ・教育研究機能を強化するため、本学の教育研究の支援組織であるセンター等の業務内容及び

体制を見直し、平成 31 年度までに事務と連動した教育研究支援組織に再編する。 

 34-1 グローバル教育院の改組・再編後の運営状況等に関する検証結果を踏まえて同教育院の業務

等の見直し・改善を行う。  

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

35 ・法人運営を適切に行うため、事務の効率化・合理化の観点から事務組織の体制や機能等の見

直しを行い、平成 31 年度までに再編する。 

 35-1 事務組織全体の改組・再編を行うとともに、前年度までに行った事務組織の改組・再編の効

果等について、検証を行う。  

 

36 ・業務の効率化・合理化を推進するため、高度な専門性を有する者等、多様な人材の確保や必

要な業務に資する研修を実施するとともに、適切な人事評価を踏まえたキャリアパスを確立す

る。 

 36-1 専門性を必要とする業務・分野において、本学独自の採用試験等により専門性を有する職員

を採用するとともに、専門性を有する人材の養成に向けた取組を実施する。また、前年度のキャリ

アパスの確立に向けた研修制度の検証結果を踏まえ、適切な人事評価を踏まえたキャリアパスを確

立する。  
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

37 ・自己収入の増加に向けて、東京農工大学基金の充実のため、同窓会等との連携を強化した広

報活動を行う。 

 37-1 企業等に対する基金活動を活性化するための検討を始める。また、卒業生や企業等との関係

を強化するため、情報収集や定期訪問等を行い基金増加に努める。  

 

・基礎研究力を強化し、産業界との協働によるイノベーション創出を推進するため、科学研究費助

成事業を含め受託研究、助成金、共同研究などの産学官連携活動に資する外部資金への申請・取

組を年２件以上行う教員の割合を、第３期中期目標期間中に第２期中期目標期間と比べて 50％

増加させる。（再掲） 

(再掲)  外部資金への申請支援策を引き続き実施する。  

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

38 ・一般管理費率の削減に向けて、前年度比較の執行内容分析を四半期ごとに行い、その結果を

部局等へフィードバックし、調達などの更なる合理化を進める。 

38-1 前年度比較の執行内容分析を四半期ごとに行い、部局等へフィードバックするとともに、前

年度に引き続き、第３期中期計画期間における目標値に向け、削減の取り組みを実施する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

39 ・資産の有効活用を推進するため、他大学と資金の共同運用を行う。また、土地・建物につい

ては、稼働状況調査結果等を踏まえた利用計画に基づき有効活用する。 

 39-1 他大学との資金の共同運用に加え、独自運用を充実させる。また、土地・建物有効活用利用

計画について、前年度までの進捗状況を検証し、稼働状況調査等の結果を踏まえ、利用計画を見直

す。  

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

40 ・大学の機能強化を図るため、自己点検・評価及び第三者評価を実施するとともに、外部有識

者等の意見を踏まえて、評価結果の法人運営等への活用状況を計画的に点検する。 

 40-1 年度計画の進捗管理等により自己点検・評価を実施するとともに、法人評価（平成 30 事業年

度評価）及び専門職大学院認証評価を受ける。また、本学の OB、有識者等を含む外部評価委員に

よる外部評価を実施、結果を公開するとともに、2020 年度の機関別認証評価に向けた自己点検・

評価を実施し、前回評価結果への対応状況を確認する。  

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

41 ・学内の掲示板・研究者情報・Web ページ等の情報を日本語・英語等で平成 30 年度までに提供

する。また、地域貢献活動・社会貢献活動を含む学内の諸活動の情報を収集し、大学ポートレー

ト等の様々な手段で、第２期中期目標期間より多くの関係者に対し、情報を発信する。 
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 41-1 学内の諸活動の情報収集体制及び発信ツールの検討を行う。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

42 ・サスティナブル・キャンパスの形成及び教育研究の質の向上に向けて、本学のキャンパスマ

スタープランに基づいた施設整備を進めるとともに維持管理を行う。 

 42-1  キャンパスマスタープランを検証し、見直しを行い、適切な整備及び維持管理を計画的に実

施する。また、施設の新増築改修や大規模改修をする場合は、共有スペースの調整を行うとともに、

前年度末までの整備状況を踏まえ整備計画を立てる。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

43 ・第２期中期目標期間の業務の実績に関する評価における課題・指摘を踏まえ、再発防止に向

けて、環境安全管理室を平成 28 年度に整備し、環境安全衛生に係る管理体制を強化する。また、

事故等の防止に必要な講習会及び訓練等を計画的に実施するとともに、環境安全衛生に係る規程

等について、毎年度整備・運用状況を調査し、調査結果を踏まえた改善策を講じる。 

 43-1 遺伝子組換え生物等の不適切使用の再発防止及び実験等における事故防止のための講習会や

安全教育を行うなど、環境安全衛生管理を徹底する。また、環境安全衛生に係る規程等について運

用状況を調査し、結果に応じて整備を行う。  

 

44 ・防災管理体制を強化するため、首都直下型地震等の大規模広域災害を想定し、近隣自治体や

企業等との災害時の連携方策を取りまとめるとともに、災害時の対応マニュアルの見直しや計画

的な訓練等を行う。 

 44-1 災害時対応の整備や計画的な訓練、近隣自治体や企業等との連携促進等、実践を想定した防

災対策行う。  

 

３ 法令遵守等に関する目標を達成するための措置 

45 ・法令遵守の徹底のため、コンプライアンス推進本部を平成 28 年度に整備して体制を強化し、

全学的な法令遵守の状況を定期的に点検・把握するとともに、監事機能を強化し、監事による

監査を効率的に行い、適切な改善方策に取り組む。 

 45-1 前年度の実施状況を踏まえ、コンプライアンス推進計画を策定・実施し、法令遵守の徹底に

努める。前年度までの検討結果を踏まえて、監事監査等が大学の運営状況及び経営環境の変化に適

切に対応した監査となっているかを検討する。  

 

46 ・研究活動における法令遵守を徹底するため、毎年度、全教員を対象とした講習会や e-ラーニ

ングプログラムを活用した研究倫理教育等を行う。また、研究費の適正な管理に資するため、執

行状況のモニタリング調査等を強化する。 

 46-1 引き続き全教員を対象とした講習会や e-ラーニングプログラムを活用した研究倫理教育・コ

ンプライアンス教育（研究費の不正使用防止）を実施徹底すると共に、研究費の執行状況のモニタ
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リング調査、内部監査等を実施する。3年間の取組状況等を分析し、必要な見直しを行うとともに、

改善案について検討する。  

 

47 ・サイバーセキュリティ対策を強化するため、ユーザー認証システムを統合するとともに、外

部ネットワークからの侵入検知等の機能を加えた高速かつ安全性の高いキャンパスネットワー

クに更新する。 

 47-1 不正な通信の自動遮断システムと Firewall システムとの連携によるセキュリティ対策強化

を進める。さらなるセキュリティ強化のため、多段階認証方式の導入に向けた検証を行う。事務

PC の更新を行い、エンドポイントセキュリティ機能を強化する。継続的に情報セキュリティ教育

を実施する。 

 

４ 情報システムの整備充実と運用改善に関する目標を達成するための措置 

48 ・学術情報基盤を強化するため、業務継続計画（BCP）の観点からクラウドシステムの活用を進

めるとともに、多様化する教育コンテンツの利活用を推進するシステムを整備する。 

48-1 引き続き、クラウドシステムの活用支援と活用事例の蓄積を行うと共に、利活用セミナーなど

の開催による利用推進を図る。また、農工連携教育のためのキャンパス間遠隔授業システムの設置

を行う。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

  別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額  

  1,537,614千円 

２ 想定される理由 

  運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れる

ことが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

 ・栄町圃場の土地（東京都府中市栄町2-13）を譲渡する。 

 

２ 重要な財産を担保に供する計画 

 ・ 重要な財産を担保に供する計画はなし。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善等に充てる。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善等に充てる。 
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Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容  予定額 財  源 

教育研究基盤装置・設備の整備 

語学演習棟改修等（府中幸町） 

基幹・環境整備（ブロック塀対策）

（小金井他） 

小規模改修 

 

総額 460 

 

施設整備費補助金（431） 

 

（独）大学改革支援・学位授与機構施設費交

付金（29） 

（注） 金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・

設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 

 

２ 人事に関する計画 

○テニュアトラック教員等の研究力向上に向けた取組を充実するための措置 

・若手研究者の研究力向上のために必要な支援の整備について、これまでの実施状況の検証を行う。これ

を踏まえ、更に必要となる支援の整備に取り組む。 

○人事・給与システムの改革を推進するための措置 

・適正な業績評価に基づく年俸制を新たに導入するとともに、混合給与制度を推進する。 

○若手研究者を育成する方策を推進・充実するための措置 

・若手研究者を中心とした海外研究機関との派遣・受入事業等により、国際共同研究活動を活性化し、

国際共著率を増加させるための取組を引き続き実施する。 

○女性研究者の採用を促進し、女性研究者の研究力向上と活躍推進のための支援及び環境整備を行うため

の措置 

・女性研究者の研究力向上と活躍推進のための支援及び研究環境の整備について、これまでの実施状況の

検証を行う。これを踏まえ、更に必要となる支援及び研究環境の整備に取り組む。 

○教育職員の活動評価制度（年俸制業績評価を含む。）の実施・充実を進めるための措置 

・年俸制業績評価及び教員活動評価を実施する。また、前年度見直しを行った教員活動評価の制度及びシ

ステムについて検証を行う。 

○事務職員の資質の向上及び業務の効率化・合理化の推進並びに高度な専門性を有する人材の確保を図る

ための措置 

・専門性を必要とする業務・分野において、本学独自の採用試験等により専門性を有する職員を採用する

とともに、専門性を有する人材の養成に向けた取組を実施する。また、前年度のキャリアパスの確立に

向けた研修制度の検証結果を踏まえ、適切な人事評価を踏まえたキャリアパスを確立する。 

 

 （参考１）31年度の常勤職員数 515人  

      また、任期付き職員数の見込み（外数）を73人とする。 

 （参考２）31年度の人件費総額見込み 6,462百万円 
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予   算 

平成31年度 予算 

（単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

運営費交付金 

  施設整備費補助金 

  船舶建造費補助金 

 補助金等収入 

  大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

  自己収入 

    授業料、入学料及び検定料収入 

    附属病院収入 

    財産処分収入 

    雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 引当金取崩 

 長期借入金収入 

 貸付回収金 

 目的積立金取崩 

 出資金 

計 

 

6,715 

431 

0 

295 

29 

3,897 

3,250 

0 

0 

647 

3,830 

0 

0 

0 

0 

0 

15,198 

支出 

  業務費 

    教育研究経費 

    診療経費 

  施設整備費 

  船舶建造費 

 補助金等 

  産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 貸付金 

  長期借入金償還金 

  大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 

 出資金 

計 

 

10,517 

10,517 

0 

460 

0 

295 

3,830 

0 

94 

0 

0 

15,198 

［人件費の見積り］ 

     期間中総額6,462百万円を支出する（退職手当は除く。）。 

注）「運営費交付金」のうち、平成31年度当初予算額6,483百万円、前年度よりの繰越額のうち、使用見込額

232百万円 

注）「施設整備費補助金」のうち、前年度からの繰越額の使用見込額 431 百万円 
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 2．収支計画 

平成31年度 収支計画 

                      （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究費等 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

補助金等収益 

寄附金収益 

施設費収益 

財務収益 

雑益 

資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返補助金等戻入 

資産見返寄附金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

 

 

14,737 

13,056 

2,209 

0 

2,909 

136 

5,709 

2,092 

660 

10 

0 

1,011 

0 

 

 

14,992 

6,711 

2,408 

468 

99 

0 

3,109 

259 

335 

59 

17 

946 

264 

74 

244 

0 

0 

255 

0 

255 
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3．資金計画 

平成31年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料、入学料及び検定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

 

16,821 

14,451 

536 

395 

1,439 

 

16,821 

14,739 

6,715 

3,251 

0 

3,109 

295 

406 

964 

477 

460 

17 

0 

1,605 
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別表（収容定員） 

 

農学部 
 
 
 
 
 
 
 
 
工学部 

 

生物生産学科 ２２８人 
応用生物科学科 ２８４人 
環境資源科学科 ２４４人 
地域生態ｼｽﾃﾑ学科 ３０４人 
共同獣医学科 ２１０人 

（うち獣医師養成に係る分野２１０人） 
 

2019 年度以降入学の定員 
生命工学科 ８１人 
生体医用ｼｽﾃﾑ工学科     ５６人 
応用化学科         ８１人 
化学物理工学科       ８１人 
機械ｼｽﾃﾑ工学科 １０２人 
知能情報ｼｽﾃﾑ工学科    １２０人 
2018 年度入学までの定員 
生命工学科 ２５３人（H31 新規募集停止） 
応用分子化学科 １４８人（H31 新規募集停止） 
有機材料化学科 １３３人（H31 新規募集停止） 
化学ｼｽﾃﾑ工学科 １１５人（H31 新規募集停止） 
機械ｼｽﾃﾑ工学科 ３８０人（H31 新規募集停止） 
物理ｼｽﾃﾑ工学科 １６８人（H31 新規募集停止） 
電気電子工学科 ３０４人（H31 新規募集停止） 
情報工学科 ２０２人（H31 新規募集停止） 
 
 
 

 

工学府 
（博士前期・後期課程・専門職学位
課程・博士課程） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
農学府（修士課程・博士課程） 
 
 
 
 
 
 
 

 

生命工学専攻 １５８人 
うち博士前期課程 １１６人 

博士後期課程  ４２人 
応用化学専攻 １９８人 

うち博士前期課程 １５６人 
博士後期課程  ４２人 

機械ｼｽﾃﾑ工学専攻 １７９人 
うち博士前期課程 １４０人 

博士後期課程  ３９人 
電子情報工学専攻 ５３人（博士後期課程） 
物理ｼｽﾃﾑ工学専攻 ５２人（博士前期課程） 
電気電子工学専攻 １３２人（博士前期課程） 
情報工学専攻 ８４人（博士前期課程） 
産業技術専攻 ８０人（専門職学位課程） 
2019 年度以降入学の定員 
共同サステイナビリティ研究専攻 ４人(博士課程) 
 
 
2019 年度以降入学の定員 
農学専攻 １７４人（修士課程） 
2018 年度入学までの定員 
生物生産科学専攻 ２７人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
共生持続社会学専攻 １２人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
応用生命化学専攻 ３０人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
生物制御科学専攻 ２０人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
環境資源物質科学専攻 １１人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
物質循環環境科学専攻 １７人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
自然環境保全学専攻 １９人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
農業環境工学専攻 １０人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
国際環境農学専攻 ２８人（修士課程）（H31 新規募集停止） 
共同獣医学専攻          ２０人（博士課程） 
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生物ｼｽﾃﾑ応用科学府 
（博士前期課程・後期課程・一貫制
博士課程） 

 

生物機能ｼｽﾃﾑ科学専攻   １５４人 
うち博士前期課程 １１８人 

博士後期課程  ３６人 
食料ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ科学専攻   ５０人（一貫制博士課程） 
共同先進健康科学専攻 １８人（博士後期課程） 

 

連合農学研究科（博士課程） 
 

生物生産科学専攻 ４５人 
応用生命科学専攻 ３０人 
環境資源共生科学専攻 ３０人 
農業環境工学専攻 １２人 
農林共生社会科学専攻 １８人 

 

  


